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１．計画の基本的事項  

(1) 計画の基本的な考え方 

2025 年には団塊の世代が 75 歳以上となり、本県においても３人に１人が 65 歳以上、

５人に１人が 75 歳以上となる。 

今後、本県においても高齢化が進むと医療や介護を必要とする方がますます増加するが、 

現在の医療・介護サービスの提供体制のままでは十分対応できないと考えられる。そこで、 

2025 年を見据え、限られた医療・介護資源を有効に活用し、必要なサービスを確保してい

くため、医療機能の分化・連携を進めていくことが必須であるが、その改革の実現のため

には、在宅など、住み慣れた地域の中で患者等の生活を支える地域包括ケアシステムの構

築（在宅医療・介護の連携推進）が不可欠である。 

平成 28 年３月に策定した地域医療構想に基づき、医療需要の質と量に適合した効率的で

質の高い地域医療体制の構築、地域包括ケアシステムと在宅医療の充実を図るため、医療

分については主に、病床の機能分化・連携や医療従事者確保に資する事業を、介護分につ

いては、増加が予想される退院患者に対応しつつ、住み慣れた地域で継続して日常生活を

営むことができるよう介護サービス基盤の整備を進めるとともに、良質な介護サービスを

支える介護人材の育成・確保のための取組みを進めていく。 

 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

奈良県における医療介護総合確保区域については、地域医療構想における構想区域の設

定の検討と併せて行い、現時点の医療介護総合確保区域は、２次医療圏及び構想区域と整

合性をとる形で設定している。 

奈良（奈良市） 

東和（天理市、桜井市、宇陀市、山添村、川西町、三宅町、田原本町、曽爾村、御杖村） 

西和（大和郡山市、生駒市、平群町、三郷町、斑鳩町、安堵町、上牧町、王寺町、 

河合町） 

中和（大和高田市、橿原市、御所市、香芝市、葛城市、高取町、明日香村、広陵町） 

南和（五條市、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村、天川村、野迫川村、十津川村、 

下北山村、上北山村、川上村、東吉野村） 

の地域とする。 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 

□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる                  ） 

 

(3) 計画の目標の設定等 

■奈良県全体 

１． 目標 

奈良県においては、医療介護総合確保区域の課題を解決し、高齢者が地域において、安 

心して生活できるよう以下を目標に設定する。 
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①  地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

既に導入済みの情報収集及び指標算出システムを活用し、各病院の医療提供状況等の分

析評価を行うとともに、地域における病院の役割等について関係病院と協議を行い、病床

の機能分化と病院間の連携の強化を図る。 

医療機関の機能分化・連携により、効率的かつ効果的な医療提供体制の構築を図るため、

病床規模の適正化を伴う施設・設備の整備に対して支援を行う。 

 地域医療構想で記載する令和７年度に必要となる医療機能ごとの病床数 

高度急性期 1,275 床 

急性期   4,374 床 

回復期   4,333 床 

慢性期   3,081 床 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

奈良県においては、高齢化社会のおとずれや疾病構造が慢性疾患を中心に変化していく

ことにより、長期にわたる療養や介護を必要とする高齢者の増加が見込まれており、終末

期を含め、在宅で介護や医療サービスを受けることを希望する高齢者も多いことから、円

滑な在宅療養移行に向けての退院支援が可能な体制構築など、以下に記載する医療介護総

合確保区域の課題を解決し、高齢者が地域において、安心して生活できるようにすること

を目標とする。 

訪問看護の推進を図るため、訪問看護関係者で構成する訪問看護推進協議会を開催する

とともに、訪問看護を担う人材の育成を図るための研修会を実施する。 

また、大学と病院が連携して、将来県内で在宅看護の業務に従事しようとする者に奨学

金を貸与し、在宅看護に関する教育プログラムを実施する制度に対して、補助金を交付す

ることにより、将来の在宅人材確保のインセンティブを与える。 

 在宅看取り率の向上（H29：24.1％→R7：31.0％） 

 在宅療養支援診療所数の向上（H30.10 末：162 件→R7 末：200 件） 

 県内訪問看護ステーション看護職員数の増加（H30：692 人→R7末:1,244人） 

 訪問歯科診療件数の増加（H30：503 件→R7：600 件） 

    

③ 介護施設等の整備に関する目標 

介護施設等の開設時に必要な準備経費に対して支援を行うことにより、開設時から安定

した質の高いサービスを提供するための体制を整備する。 

既存の特別養護老人ホームの多床室におけるプライバシー保護のための改修に対して

支援を行うことにより、居住環境の質を向上させる。 

既存の広域型施設の大規模修繕工事に対して支援を行うことにより、安定的な運営環境

を整備する。 

介護施設等において、看取り対応が可能な環境を整備する。 

介護人材を確保するため、介護施設に勤務する職員の宿舎を整備する。 

介護職員の負担を軽減するために介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロ
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ボット・ＩＣＴの導入を支援する。 

 

□開設準備経費に対する支援 

特別養護老人ホームの開設準備経費に対する支援           1 カ所 

介護老人保健施設の開設準備経費に対する支援            3 カ所 

認知症高齢者グループホームの開設準備経費に対する支援       2 カ所 

小規模多機能型居宅介護事業所の開設準備経費に対する支援      1 カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所の開設準備経費に対する支援    1 カ所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事務所の開設準備経費に対する支援 1 カ所 

訪問看護ステーションの大規模化に対する支援                2 カ所 

 □既存の特別養護老人ホーム多床室のプライバシー保護改修支援 

1カ所(48 床) 

  □介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備支援 

   特別養護老人ホーム      3 カ所 

□看取り環境整備支援 

特別養護老人ホーム           2 カ所 

□介護職員の宿舎施設整備事業   2 カ所 

□介護施設等の大規模修繕にあわせて行う介護ロボット導入支援                 

特別養護老人ホーム            5 カ所 

介護老人保健施設           4 カ所 

ケアハウス          2 カ所 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

以下に記載する医療介護総合確保区域の課題を解決することを目標とする。 

 医師の偏在を解消するための取組の促進 

 医療従事者にとって働きやすい職場環境の整備のための取組を促進 

 看護職員の養成、定着促進、離職防止及び復職支援のための取組の促進 

 臨床研修医マッチング者数の高水準の維持（R7研修開始：120人） 

 医師配置システムによる医師配置・派遣数（直近 5 カ年平均）の増加（R6：73 人→

R7：81人） 

 糖尿病性腎症による新規透析導入患者数の減少 

（H26～H28平均：197 人→R4～R6平均：減少） 

 県内病院新人看護職員離職率（R2:8.5％→R7：7.1％） 

 県内の認定看護師数の増加（H30：212人→R7：285人） 

 看護師等養成所運営費補助対象施設卒業生の県内就業率 

（H31：52.7％→R7：55％以上） 

 県内看護職員就業者数（R2：16,630 人→R7：19,507人） 

 病院内保育所保育児童１名あたり 24 時間保育＋休日保育日数 

（R2：12.9日／名→R7：12.6日／名） 

 小児科２次救急輪番病院数（R4：14 機関→R7：14 機関を維持） 

 小児２次輪番病院の外来患者数（H30：4,876 人→R6：5,807 人） 
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 DMAT チーム数（R5：24 チーム→R7：26 チーム） 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

介護現場における人材不足の改善に向け、介護従事者の増加を目標とする。 

県、奈良労働局、県福祉人材センター、介護事業の経営者、職能団体、養成機関、教育

団体等で構成する協議会において、調査分析や施策の検討などを行い、県、市町村、民間

団体における様々な取組を推進する。 

(参入促進） 

本県の介護分野の有効求人倍率は 4.26 倍（R7 年 6 月）と高止まりしている。改善に向

け、介護職の仕事の魅力とやりがいを発信するとともに、きめ細やかな就労斡旋などを実

施する。 

 マッチングの機能強化（相談支援の専門員 5名配置） 

 地域への介護職の魅力発信（講座の開催） 

 若者、女性、中高年齢者層に対する介護の基礎的な研修実施（職場体験など） 

 介護職員初任者研修資格取得支援 

 福祉・介護の就職フェアの開催（求人情報や資格取得情報等を提供） 

 介護事業所等におけるインターンシップ等の導入促進 

（資質の向上） 

有資格者に対して資質向上やキャリアアップのための研修やリーダー育成のための研

修を行う。 

 介護人材のキャリアアップ研修の実施 

 介護施設、介護事業所への出前研修を支援 

 認知症サポート医の養成 

 認知症介護、認知症介護指導者研修の実施 

 ＯＴ等指導者の養成 

 外国人介護職員受入セミナーの実施 

（労働環境・処遇の改善） 

介護職員は、勤務環境や処遇が問題となって離職することが多いことから、離職防止の

ために介護職員と介護事業所双方への支援や働きやすい環境づくりに取り組む。 

 雇用管理改善のためのセミナーの開催等を支援 

 認知症介護指導者研修に係る負担軽減 

 若手職員の離職防止のための交流会の開催等を支援 

 外国人受入体制の構築及び受入環境の整備支援 

 

２．計画期間 

  令和７年４月１日～令和８年３月 31 日 

■奈良 

１． 目標 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 
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 地域医療構想で記載する令和７年度に必要となる医療機能ごとの病床数 

高度急性期 329 床 

急性期  1,170 床 

回復期  1,137 床 

慢性期   906 床 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

 

２．計画期間 

  令和７年４月１日～令和８年３月 31 日 

■東和 

１． 目標 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

 地域医療構想で記載する令和７年度に必要となる医療機能ごとの病床数 

高度急性期 285 床 

急性期   933 床 

回復期   830 床 

慢性期   318 床 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

 

２．計画期間 

  令和７年４月１日～令和８年３月 31 日 

■西和 

１． 目標 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 
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 地域医療構想で記載する令和 7 年度に必要となる医療機能ごとの病床数 

高度急性期 283 床 

急性期   932 床 

回復期   1,113 床 

慢性期   977 床 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

 

２．計画期間 

  令和７年４月１日～令和８年３月 31 日 

■中和 

１． 目標 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

 地域医療構想で記載する令和７年度に必要となる医療機能ごとの病床数 

高度急性期 355 床 

急性期 1,209 床 

回復期 1,138 床 

慢性期  709 床 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

 

２．計画期間 

  令和７年４月１日～令和８年３月 31 日 

■南和 

１． 目標 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 
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 地域医療構想で記載する令和 7 年度に必要となる医療機能ごとの病床数 

高度急性期 23 床 

急性期   130 床 

回復期   123 床 

慢性期    171 床 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

 

２．計画期間 

  令和７年４月１日～令和８年３月 31 日 

（注）目標の設定に当たっては、医療計画、介護保険事業支援計画等を踏まえ、アウトプ 

   ット・アウトカムに着目したできる限り定量的な視点による目標設定を行うこと。 

 

(4) 目標の達成状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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２．事業の評価方法  

 (1) 関係者からの意見聴取の方法 

【医療分】 

令和 7年 8 月 19 日  市町村、県医師会、病院協会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、

訪問看護ステーション協議会、理学療法士協会、作業療法士会、

介護支援専門員協会、県内各病院あてに事業アイデアについて照

会（9月 3日回答期限） 

令和 7年 8～9 月     R8県予算要求に伴い、事業提案者（県立医大等）と随時調整 

令和 8年 3月     県医療審議会において R8年度基金計画予定事業について意見聴取 

【介護分（施設整備分）】 

令和 6年 6月 14日  市町村、県内各高齢者施設あてに R7の整備予定について照会 

（9月 2日回答期限） 

令和 6年 10月    R7県予算要求に伴い、事業者（市町村、関係施設等）と随時調整 

令和 7年 4 ～ 5月 事業者（市町村、関係施設等）と最終調整 

【介護分（介護従事者分）】 

令和 6年 9月 2日  県福祉・介護人材確保協議会において今後の事業等について意見聴取 

令和 7年 2月 25日  市町村、県医師会、病院協会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、訪問看護ステ 

ーション協議会、理学療法士協会、作業療法士会、介護支援専門員協会、社会福祉

協議会、老人福祉施設協議会、老人保健施設協議会等あてに令和 7年度事業計画の

公募について通知（3月 10 日締切り） 

令和 7年 3月 28日  事業者選定審査会において事業者を選定 

令和 7年 9月 4日  県福祉・介護人材確保協議会において R7年度基金計画事業等について意見聴取 

 

 

(2) 事後評価の方法 

計画の事後評価にあたっては、奈良県医療審議会、あるいは個別分野に関して設置されて 

いる協議会等の意見を聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しなどを行うなどによ 

り、計画を推進する。 
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３．計画に基づき実施する事業 

 事業区分１－１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

         設備の整備に関する事業 

事業区分１－２：地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は 

病床数の変更に関する事業 

 事業区分２  ：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分４  ：医療従事者の確保に関する事業 

事業区分６  ：勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

 
(1) 事業の内容等 

事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.1（医療分）】 

病床の機能分化・連携推進検証手法検討事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,425千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想において必要となる機能区分毎の病床を確保する

ため、病床の機能転換整備を推進する必要がある。そのためには

患者の受療動向など現状を分析し把握する必要がある。 

 アウトカム指標 医療圏毎の受療動向などを分析することで地域の医療提供体制

の現状を県民に公表する。 

事業の内容 病床機能の分化・連携を進めるにあたり、県内の医療機関の現状

を把握した上で、今後算定される将来の病床数の必要量が、地域

の実情に適合しているかを検証する手法を検討する。 

アウトプット指標 医療圏毎の受療動向 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療圏毎の受療動向などの現状を提示し、各病院の病床転換に向

けた検討資料を提供することで、地域医療構想の達成を図る。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

毎年度１回以上行う医療圏毎の地域医療構想調整会議にて、各医

療圏毎の受療動向等を報告し県民に公表している。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,425 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

6,283 

うち過年度残額 

(千円) 

6,283 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,142 

うち過年度残額 

(千円) 

3,142 
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計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

9,425 

うち過年度残額 

(千円) 

9,425 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

6,283 

うち過年度残額 

(千円) 

6,283 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

6,283 

うち過年度残額 

(千円) 

6,283 

備考  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合の

み記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.2（医療分）】 

地域包括ケア病棟等整備促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 地域包括ケア病棟等を整備する県内病院、奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想において必要となる機能区分毎の病床を確保する

ため、病床の機能転換整備を推進する必要がある。 

 アウトカム指標 基金を活用して不足している他の病床機能から回復期機能への

転換を促進する。 

事業の内容 今後、急性期から回復期、在宅医療に至るまでの一連のサービ

スを地域において確保するため、今後算定される将来の病床数の

必要量が地域の実情に適合しているか検証し、病床の機能分化・

連携を推進するための施設・設備整備に対する補助を実施する。 

アウトプット指標 整備を行う医療機関数：１施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

回復期病床への転換を行う病院を支援することで回復期病床を

確保し、地域医療構想の達成を図る。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,000 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,000 

うち過年度残額 

(千円) 

2,000 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,000 

うち過年度残額 

(千円) 

1,000 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

3,000 

うち過年度残額 

(千円) 

3,000 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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2,000 3,000 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

2,000 

うち過年度残額 

(千円) 

3,000 

備考  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合の

み記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 

医療機能・分化連携施設設備整備事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

19,763千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 奈良県、県内病院 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・奈良県が目指す保健医療体制の実現のため、病院が提供する医

療機能と病院間の連携状況の可視化（見える化）が重要である。 

・地域医療構想に基づき、2025年を見据えると、特に回復期を担

う病床が不足することが見込まれるため、既存の病床を回復期機

能に転換させることが必要である。 

 アウトカム指標 回復期病床数（R7 病床機能報告 1,832 床、地域医療構想 4,333

床） 

事業の内容 ・既に導入済みの情報収集及び指標算出システムを活用し、各病

院の医療提供状況等の分析評価を行うとともに、地域における病

院の役割等について関係病院と協議を行い、病床の機能分化と病

院間の連携の強化を図る。 

・医療機関の機能分化・連携により、効率的かつ効果的な医療提

供体制の構築を図るため、施設・設備の整備及びＥＲ救急医療体

制の強化に対して支援を行う。（回復期病床への転換等） 

アウトプット指標 ・設定指標の改善（脳卒中等）、急性期病床から回復期病床に転

換する病床 28 床 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・設定指標を改善することにより医療連携を強化する。 

・回復期病床に転換する病床を増やすことにより医療機能の分

化・連携を強化する。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

19,763 
 

基金 国（Ａ）   

(千円) 

13,176 

うち過年度残額 

(千円) 

13,176 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

6,587 

うち過年度残額 

(千円) 

6,587 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 



14 

 

19,763 19,763 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

13,176 

うち過年度残額 

(千円) 

13,176 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

13,176 

うち過年度残額 

(千円) 

13,176 

備考  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合の

み記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.4（医療分）】 

医療機能・分化連携施設設備整備事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

369,804 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 奈良県立医科大学 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

ＥＲ型救急医療体制を強化することにより、他の医療機関の回復

期への病床転換を誘導し、地域医療構想の達成に向けた病床の機

能の連携を進めることが必要である。 

 アウトカム指標 回復期病床数（R7 病床機能報告 1,832 床、地域医療構想 4,333

床） 

事業の内容 奈良医大附属病院に搬送された救急患者をより安全、迅速にＥＲ

センターに搬送するための施設設備整備等を行い、ＥＲ型救急医

療体制の強化を図る。 

アウトプット指標 奈良県立医大附属病院における施設設備整備の実施 

アウトカムとアウトプット

の関連 

奈良県立医大附属病院における施設設備整備を実施してＥＲ型

救急医療体制を強化することにより、他の医療機関の回復期への

病床転換を誘導し、地域医療構想の達成に向けた病床の機能の連

携を進める。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

369,804 
 

基金 国（Ａ）   

(千円) 

6,077 

うち過年度残額 

(千円) 

6,077 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,039 

うち過年度残額 

(千円) 

3,039 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

9,116 

うち過年度残額 

(千円) 

9,116 

その他（Ｃ） (千円) 

360,688 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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民  

(千円) 

6,077 

うち過年度残額 

(千円) 

6,077 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

6,077 

うち過年度残額 

(千円) 

6,077 

備考  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合の

み記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.5（医療分）】 

二次三次医療機関間情報共有システム導入支援

事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,195千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 二次救急医療機関及び三次救急医療機関、奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

ICTを活用し、地域の医療機関相互で情報共有を行うためのネッ

トワークを構築することで、地域医療において救急医療を中心に

各医療機能の本来の役割を果たし、通常診療から救急医療に至る

まで一連のサービスを洩れなく提供することを目指す。 

 アウトカム指標 県内で医用画像等の情報共有システムにより医療機関間で情報

共有を行う医療機関数（R7：5機関） 

事業の内容 脳卒中や心臓病その他の循環器病の急性期を始めとする救急医

療の場面において、二次救急医療機関及び三次救急医療機関がリ

アルタイムで医用画像等の情報共有を行うためのシステムの導

入費用（設備費、備品購入費等）を支援する。 

アウトプット指標 情報共有システムの導入費用へ補助を行った医療機関数 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県内で情報共有システムの導入を行う医療機関が増えることで、

当該システムにより医療機関間における情報共有を行う機関数

の増加を推進する。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

16,195 
 

基金 国（Ａ）   

(千円) 

10,797 

うち過年度残額 

(千円) 

10,797 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

5,398 

うち過年度残額 

(千円) 

5,398 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

16,195 

うち過年度残額 

(千円) 

16,195 

その他（Ｃ） (千円) 

0 
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基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

10,797 

うち過年度残額 

(千円) 

10,797 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合の

み記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



19 

 

事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 

がん患者に対する口腔ケア対策支援事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,100千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 県、奈良県歯科医師会 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

がん治療において、口腔ケアや歯科治療はがん患者のＡＤＬ及び

ＱＯＬの維持向上のために重要な支持療法である。がん患者が適

切に口腔ケアや歯科治療にかかりやすい体制を構築する必要が

ある。 

 アウトカム指標 がん治療に納得していると回答した割合（ならのがんに関する患

者意識調査） R3:67.8%→R7:増加 

事業の内容 県内のがん診療連携拠点病院等と連携・協力して、がん患者の口

腔健康管理、口腔健康管理に関わる人材の育成や地域毎のネット

ワークづくりの体制を整備する。 

アウトプット指標 がん診療連携登録歯科医：R6:137 人→ R7:増加 

連携歯科医療機関数：R6:32機関→ R7:増加 

医科歯科連携件数：R6:93件 → R7:増加 

アウトカムとアウトプット

の関連 

がん診療連携拠点病院等と地域の歯科医師との連携を促進し、が

ん診療連携登録歯科医、連携歯科医療機関数、医科歯科連携件数

を増加させることで患者満足度の向上が見込まれる。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,100 
 

基金 国（Ａ）   

(千円) 

733 

うち過年度残額 

(千円) 

733 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

367 

うち過年度残額 

(千円) 

367 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,100 

うち過年度残額 

(千円) 

1,100 

その他（Ｃ） (千円) 

0 
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基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

733 

うち過年度残額 

(千円) 

733 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

733 

うち過年度残額 

(千円) 

733 

備考  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合の

み記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.7（医療分）】 

病床機能転換事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 県内病院 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に必要となる機能別病床数を見据えると、地域医療構想

に沿った病床機能転換（病床機能の集約化・再編）、他分野への

転換（介護・健康・福祉）を図る必要がある。 

 アウトカム指標 病床数 

・地域医療構想（R7年度末）（高度急性期 1,275床、急性期 4,374

床、回復期 4,333 床、慢性期 3,081 床）  

・R6病床機能報告（高度急性期 1,276床、急性期 6,593 床、回

復期 2,580床、慢性期 2,510床） 

事業の内容 医療機関の機能分化・連携により、効率的かつ効果的な医療提供

体制の構築を図るため、ＥＲ型救急医療体制の強化や病床機能の

適正化に向けた施設・設備の整備に対して補助金を交付すること

により支援を行う。 

アウトプット指標 機能転換病床数 20床（令和７年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

過剰となっている機能病床を転換することにより、効率的かつ質

の高い医療提供体制の構築につなげる。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,000 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

7,334 

うち過年度残額 

(千円) 

7,334 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,666 

うち過年度残額 

(千円) 

3,666 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

11,000 

うち過年度残額 

(千円) 

11,000 

その他（Ｃ） (千円) 

0 
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基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

7,334  

うち過年度残額 

(千円) 

7,334 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合の

み記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.8（医療分）】 

地域医療構想実現に向けた医療機能強化推進事業 

（「面倒見のいい病院」機能向上事業） 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

50,165千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

将来的な医療需要に対応した医療提供体制の構築のためには、各

医療機関が地域の医療ニーズに則して自らの担う医療機能を明

確化し、その担う役割の方向性に沿った医療機能の発揮と連携の

強化が必要。 

 アウトカム指標 各病院の医療機能の強化（指標値の上昇） 

事業の内容 ・医療機能の「見える化」指標の作成 

・各病院から「見える化」指標の収集 

・病院間での指標結果の共有、県民等への公開 

・医療機能の「見える化」による各医療機関の機能分化、機能発

揮、連携強化 

アウトプット指標 ・「見える化」指標を策定する 

・指標結果を病院間で共有する 

・指標結果を分かりやすく県民に公開する 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療機能を「見える化」し、その結果を病院間等で共有すること

により、各病院の「自己評価」「自己改善」を促し、医療機能の強

化を図る。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

各病院が担う医療機能を見える化するための指標を作成し、１年

度に１回、全病院へフィードバックする。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

50,165 
 

基金 国（Ａ）   

(千円) 

33,443 

うち過年度残額 

(千円) 

33,443 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

16,722 

うち過年度残額 

(千円) 

16,722 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

50,165 

うち過年度残額 

(千円) 

50,165 

その他（Ｃ） (千円)  
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0 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

33,443 

うち過年度残額 

(千円) 

33,443 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

11,586 

うち過年度残額 

(千円) 

11,586 

備考  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合の

み記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 １－２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更

に関する事業 

事業名 【No.9（医療分）】 

単独支援給付金支給事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

31,920千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 奈良県の医療機関 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、地域の実情に応じた質 

の高い効率的な医療提供体制の構築が必要 

 アウトカム指標 奈良県の機能毎の病床数（Ｒ６ → Ｒ７） 

高度急性期病床  1,276 床→1,276 床 

急性期病床    6,593 床→6,538 床 

回復期病床    2,580 床→2,532 床 

慢性期病床    2,510 床→2,490 床 

事業の内容 医療機関が、地域の関係者間の合意の上、奈良県地域医療構想に即した 

病床機能再編の実施に伴い、減少する病床に応じた給付金を支給する。 

アウトプット指標 対象となる医療機関数 １医療機関 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ、自主的に病床数を減少する医療 

機関に対し財政支援することにより、地域医療構想の実現に向けた取組の 

促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

31,920 

  

基 

金 

国（Ａ）  

(千円) 

31,920 

うち過年度残額 

(千円) 

31,920 

その他（Ｂ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の

別（注） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

31,920 

うち過年度残額 

(千円) 

31,920 

備考  

（注）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 

在宅医療推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,716千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 奈良県、保健所 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者の人口が一気に増える 2025年、2040 年に備え、住み慣れた地域

で最後まで暮らすことを支える在宅医療の提供体制を確立する必要が

ある。今後、増加が見込まれる在宅医療ニーズに対応するため、在宅

対応ができる開業医等の確保及びそれを支える多職種による連携体制

の整備を促進する必要がある。 

 アウトカム指標 ・在宅看取り率(自宅＋老人ホーム＋介護医療院)の向上：（R5 30.1%）→

（R7末目標値 31%） 

・在宅療養支援診療所数の向上：（R6.4 183件）→ （R7末目標値 200件） 

事業の内容 ①在宅医療提供体制確立促進事業 

多職種連携体制の整備に資する取組 

内容：奈良県在宅医療推進会議の実施・運営（県） 

➣各医療職種の代表者が参画し、全県的な課題や県が実施する事業

についての意見交換を行う。  

②在宅医療広域連携支援事業 

 内容：市町村単独または複数市町村が連携して実施する在宅医療推

進のための取組に関して、広域的な視点を踏まえた事業実施の支援

や、職能団体等の他職種との調整支援を行う。 

③在宅医療地域連携支援事業 

１. 在宅医療コーディネーター研修 

内容：地域の在宅医療に関する相談支援体制を構築する 

２. 在宅医療コーディネーター研修にかかる事前調査 

内容：県内における在宅医療情報の収集、研修資料の作成 

３. 長期療養児童在宅医療・在宅訪問推進研修 

内容：在宅医療・在宅訪問についての研修会を実施 

④地域連携ネットワーク推進事業 

１. 地域連携会議や勉強会等の開催 

内容：よりよい連携体制構築のための会議等を開催 

アウトプット指標 ・奈良県在宅医療推進会議の実施 １回 

・地域包括ケアシステム推進委員会の実施（県医師会実施） 計２回 

・在宅医療入門研修等 計２回 

・在宅医療コーディネーター研修の実施 ２回 

・県内における医療機関の退院支援状況を調査 

対象：県内 75 病院（地域連携室等の退院調整担当部署） 

・市町村における在宅医療の状況調査 

対象：県内 39 市町村の在宅医療担当課 

・長期療養児童在宅医療・在宅訪問推進研修の実施（年３回：ジュニ
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アコース２回、シニアコース１回） 

・地域連携ネットワーク検討会議・事務担当者会議等の開催 ２回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・各医療職種が参画する全県的な会議体を開催することで、広域的な

視点を基にした在宅医療提供体制を構築する。 

・県民への啓発や医療従事者等に対する研修などの施策を検討し、本

人が望む場所で療養できる体制の整備を目指す。 

・開業医等に対する参入促進策の実施を通じて、在宅医療の量及び質

の確保を行う。 

・県内３保健所を中心として、在宅医療の促進に向けた入退院調整ル

ールづくり、多職種間の連携の強化に向けた支援などにより、全県

的な在宅医療連携体制の底上げに繋げる取組を進める。 

・病院の入退院支援に関わる看護師・社会福祉士や、市町村の在宅医

療に関係する業務に携わる職員等を対象とした研修会を開催するこ

とで、地域の在宅医療に関する相談支援体制の整備を進める。 

・長期療養児の在宅医療・在宅訪問に関わる関係者の知識・技能の向

上を図ることで、小児在宅医療提供体制の整備を進める。 

・よりよい連携体制構築のための会議等を開催することで、地域が一

体となった支援を構築する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,716 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

7,144 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,572 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

10,716 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

4,626 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

2,518 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

2,518 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 

重症心身障害児等地域生活支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,593千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

重症心身障害児（者）および医療的ケア児（者）が身近な地域において

在宅医療が適切に受けられるよう、関係機関が連携し支援体制を構築

する拠点および人材が必要である。 

 アウトカム指標 医療型短期入所受入延日数   

 Ｒ２年度実績：1,355日 → Ｒ７年度末：2,500 日 

事業の内容 在宅の重症心身障害児等が身近な地域において心身の状況に応じた適

切な医療、保健、福祉その他関連分野の支援を受けられる体制整備を

進めるために、奈良県重症心身障害児者支援センターを運営する。重

症心身障害児（者）等受入を検討している事業所に対し助言・研修等

支援を行い、受け皿の拡充を図る。 

アウトプット指標 センターにおける相談・対応件数  100 件/年 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

センターにおける相談対応や利用調整の充実により、ニーズが高い医

療型短期入所の受入日数が増加し、安心して在宅医療生活を送ること

ができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,593 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

8,395 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

4,198 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

12,593 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

8,395 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

8,395 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 

奈良県心身障害者歯科衛生診療所設備整備

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,200千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

一般歯科診療所で治療困難な心身障害児者を対象とした歯科治療の根

強いニーズに対応するため、障害者歯科医療を安定して供給し続ける

必要がある。 

 アウトカム指標 安定した障害者歯科医療の提供 

診療日数：２１２日（Ｒ４年度）→診療日数：２１２日（Ｒ７年度） 

診療件数：延べ 3,218 人（Ｒ６年度）→診療件数：延べ 3,600 人（Ｒ

７年度） 

事業の内容 心身障害者歯科衛生診療所の歯科診療機器等を整備し、効果的・効率

的な治療の実施により、利用者へのサービス向上に繋げるとともに、

当診療所で歯科診療に関わる歯科医師等の心身障害者（児）への歯科

診療技術を向上させることにより、在宅歯科診療及び一般歯科診療の

推進と在宅歯科診療等を支える体制の充実を図る。 

アウトプット指標 耐用年数を経過した歯科診療機器の整備・更新                       

アウトカムとアウトプット

の関連 

耐用年数を経過した歯科診療機器等の整備・更新 年 1 回実施するこ

とによる効率的・効果的な安定した医療の提供 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,200 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

4,133 

うち過年度残額 

(千円) 

958 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

2,067 

うち過年度残額 

(千円) 

479 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

6,200 

うち過年度残額 

(千円) 

1,437 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

4,133 

うち過年度残額 

(千円) 

1,437 
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の別（注１） 民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 

在宅歯科医療連携室運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,024千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 県歯科医師会 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域住民や在宅療養者の歯科医療に関するニーズに応えるため、地域

における在宅歯科医療の推進を図る必要がある。 

 アウトカム指標 当該事業を通じた訪問歯科診療件数（延べ患者数） 

555件（R4.4～R5.3 末値）→600 件（R7.4～R8.3末目標値） 

事業の内容 在宅歯科医療における医科や介護等の他分野との連携を図るための窓口

（在宅歯科医療連携室）を設置し、在宅歯科医療希望者に訪問医を紹介す

る事や、在宅歯科医療を行う歯科診療所に在宅歯科医療機器の貸出をする

事により、在宅歯科医療を受ける者や家族等のニーズに応え、地域におけ

る在宅歯科医療の推進及び他分野との連携体制の構築を図る。 

アウトプット指標 歯科診療機器の貸出件数 350件 周知啓発活動 30 回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

歯科診療機器貸出や在宅歯科医療連携室の周知活動を行うことで、地

域における在宅歯科医療の推進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,024 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,682 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,342 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,024 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

2,682 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 

訪問看護推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,434千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる在宅医療ニーズに対応するため、自宅での

療養生活を支える訪問看護の充実が必要。 

令和元年７月算出の看護職員需給推計結果では、令和 7年（2025

年）に 1,244 人必要とされ、平成 30 年（692 人）と比較し約２

倍に増加させる必要がある。 

 アウトカム指標 県内の訪問看護ステーション稼働数 

H30：141事業所 ⇒ R7：253事業所 

事業の内容 訪問看護の推進を図るため、訪問看護を担う人材の育成を図るための

研修会するほか、訪問看護関係者で構成する訪問看護推進協議会を開

催する。 

アウトプット指標 研修参加者数：70 人／年 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修により訪問看護を担う人材の育成を推進することで、訪問看護の

提供体制の強化を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,434 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,622 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

812 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

2,434 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

196 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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1,426 0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

759 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



37 

 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 

がん在宅医療情報管理事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,660千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

がんによる死亡についての統計は、全国比較や地域間比較が容易にで

きていたが、がんの「罹患」については、当県ではデータの精度が低

く、比較検討ができなかったところ、罹患情報の収集及び精度の向上

により医療圏ごとの罹患の推移や年齢別、地域別などで収集、管理が

可能になった。これらのデータにより、在宅医療対策の重要性を示唆

し、がん在宅医療の空白地域に対策を講じ、結果的にがん在宅ケア診

療を行っている診療所の割合を増加させるなど、在宅医療を推進して

いく必要がある。 

 アウトカム指標 アウトカム指標：がん診療連携拠点病院等とかかりつけ医・在宅医と

のスムーズな医療連携ネットワーク体制が整備されている。 

R6：193施設（在宅療養支援診療所数）→R7：増加 

事業の内容 がん患者の罹患情報等を収集し、がん患者の罹患状況の推移を年齢別、

性別等医療圏ごとに管理することで、在宅医療を推進していく。また、

県民へ在宅医療を含む有益ながん情報を提供する。 

アウトプット指標 奈良県がん情報提供ポータルサイト「がんネットなら」ページビュー

数  R6年度：68,899件→R7：増加 

アウトカムとアウトプット

の関連 

当事業を実施することにより、より精度の高いデータを用いて、医療

圏毎のがん罹患の推移や年齢別、地域別のデータを収集、管理するこ

とで、がん診療連携拠点病院等と在宅医療に係る医療機関との連携を

推進することができる。また、分析結果をポータルサイト「がんネッ

トなら」に掲載し、県民や医師会等の関係機関へ情報提供することで、

がんの在宅医療対策の重要性と優先順位を示唆し、がん在宅医療の空

白地域に対策を講じることが可能となり、アウトカムとして、がんの

在宅ケア診療を行っている診療所の割合が増加すると見込まれる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,660 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

7,106 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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3,554 0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

10,660 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

7,106 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 

災害時における医療的ケア児医療支援体

制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,287 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 奈良県、奈良県医師会 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療的ケア児は医療機器を装着するなど、日常的に医療的ケアを受け

ており、災害時には非常用電源の確保や医療材料の確保が必要である。

災害時の対策は、一義的には市町村の役割であるが、個別性が高く、人

数の少ない医療的ケア児の支援については、県と市町村の連携した取

組や県のサポートが必要と考えられるため、平時より、関係者との連携

を図り、医療的ケア児の支援を推進する。 

 アウトカム指標 医療的ケア児のケアが対応可能な体制の構築 

事業の内容 ① 県医師会への補助事業 

県医師会における医療的ケア児支援体制整備促進のための研修会

の実施等 

② 長期療養児童在宅医療・在宅訪問推進研修会 

災害時における医療的ケアや診療所向けの医療的ケア児に対する

在宅医療、在宅訪問についての研修会の実施 

③ 病院や医療機器関係事業者との協議の場の設置 

アウトプット指標 ② 研修修了者数の増：30名（R7） 

関係者による協議の場：設置（R7） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

災害時に備え、平時から研修会を行うことで、医療的ケア児のケアがで

きる人材および施設数を増やし、医療的ケア児の医療支援体制の整備

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,287 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

858 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

429 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,287 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

625 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

233 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

233 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.17（医療分）】 

産科医療体制支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,385 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 県内病院、診療所、助産所 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

現在産婦人科医、新生児科医等は過酷な勤務状況下にあり、また、医師

数の減少等により分娩を取り扱う医療機関の減少傾向が続いている。

県内の産科医療体制の充実のためには、これらの医療を担当する医師

等の処遇改善を図り、勤務状況の改善をすすめることにより、産科医療

を担う人材及び分娩取扱医療機関を確保することが必要。 

 アウトカム指標 ・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 R7：常勤医 71人 

・分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 R7：9.4

人 

事業の内容 ・地域でお産を支える産科医や助産師、NICU において新生児を担当す

る新生児医療担当医に対し、分娩手当や新生児担当医手当等を支給す

ることにより、これらの医師等の処遇改善を図る者に対し、補助金を

交付する。 

・臨床研修終了後の専門的な研修において産科を選択する医師に対し、

研修手当等を支給することにより、将来の産科医療を担う医師の育成

を図る者に対し、補助金を交付する。 

アウトプット指標 ・手当支給者数 R7のべ 5,293人（育成支援事業 28人、確保支援事業 4,430

人、新生児科医支援事業 835人） 

・手当支給施設数 R7のべ 22施設（育成支援事業 1施設、確保支援事業 19

施設、新生児科医支援事業 2施設） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

産科医、新生児医療担当医等の処遇改善や、産科医療を担う医師の育成

を図る医療機関を支援することで、県内の産科医療体制の充実を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,385 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

10,257 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

5,128 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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15,385 0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

7,179 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

3,078 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.18（医療分）】 

救急医療電話相談事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

48,716千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域規模 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県は、大病院が少なく中規模の病院が多く、救急医療体制が脆弱な病

院が多い。また、高齢化の進展を背景に救急搬送件数は増加を続けてお

り、将来的には増加する救急患者に救急病院が対応できなくなり、地域

医療体制の維持が困難となる恐れがある。 

そのため救急医療電話相談事業を実施し、緊急度の低い患者が救急医

療を利用する頻度を低減させることにより、救急病院に勤務する医師

等の過度な負担を軽減し医療従事者の確保を図る必要がある。 

 アウトカム指標 土曜日、日曜日における医療機関の救急搬送人員の増加抑制（R7目標：

増加数 2,000 人以内 ※H29→H30：1,152 人増、H30→R1：954人増、R1

→R2：2,244 人減、R2→R3：1,379 人増、R3→R4：2,268 人増、R4→R5：

2,204人増） 

事業の内容 24 時間体制で医師や看護師が救急患者からの電話相談に応じ、救急医

療機関の受診の可否や応急処置の方法などについてアドバイスを行う

ことにより、不要不急の救急医療機関への受診を減少させるとともに

県民の不安解消を図る。 

アウトプット指標 電話相談件数（R7：22,346 件） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

夜間帯の相談件数のうち緊急度が低かった相談者を適切に案内するこ

とで救急医療を利用する頻度を低減させ、救急搬送数の増加を防ぐ。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

48,716 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

32,478 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

16,238 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

48,716 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

32,478 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

32,478 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.19（医療分）】 

救急搬送・受入実施基準実施事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

369千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県では、中小の民間病院が多く、また医師数の少ない病院が多

い。このため、休日夜間における二次救急病院の勤務医に過剰な

負担がかかっている状況にある。救急医療現場における問題点や

課題の整理を行い、各医療機関の役割分担等を図ることでスムー

ズな救急受入体制を強化し、勤務医の負担を軽減することが必

要。 

 アウトカム指標 重症以上傷病者の搬送事例における照会回数４回以上の割合を

R7まで 7.2%(R4年全国平均)以下を維持(奈良県 R1年実績：1.7％、

R2年実績：1.9％、R3年実績：2.5％、R4年実績：7.5％) 

事業の内容 県内医療機関に対し救急患者の受入状況等についてヒアリング

を行う。ヒアリング内容をもとに、救急現場における問題点等の

整理を行い、勤務医の負担軽減に必要な救急医療体制の改善に向

けた検討を救急搬送協議会及び各部会において実施する。 

アウトプット指標 検討会の開催 ２回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

検討会を開催し、救急医療現場における問題点や課題の整理を行い、勤

務医の負担軽減に必要な救急医療体制の改善を図ることで重症以

上の傷病者を早期に救急搬送を行えるようにする。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

369 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

246 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

123 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

369 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

246 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.20（医療分）】 

小児救急医療支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

62,998 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 外来患者（入院治療が不要な患者）が二次輪番病院に集中し、二次輪

番体制の維持に支障をきたすため、本事業により相談窓口を設け、保護

者の不安解消や不要な受診を控える適正な受診誘導を図ることによ

り、医療従事者等の負担軽減を図ることが必要。 

 アウトカム指標 小児二次輪番病院受診患者の外来率の減 R7:77.8%(R5 年度実績

77.4%) 

事業の内容 小児科医のバックアップのもと、専門の看護師が小児救急患者の家族

等からの電話相談に対して、受診の要否や応急処置の方法などについ

て助言・アドバイスを行う相談窓口（#8000）を設置する。 

アウトプット指標 電話相談件数 20,818件（R7） 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

電話相談により小児輪番病院への不要・不急の受診を抑制し、真に必要

な患者の受診を促す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

62,998 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

39,332 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

19,666 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

58,998 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

4,000 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

1,139 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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38,193 0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

38,193 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.21（医療分）】 

災害急性期医療体制構築事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,971千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後発生が予想される地震等の災害発生に備え、DMAT チームをさらに

整備するとともに、関係者の研修等を通じ、災害時医療提供の充実強化

を促進することが必要。 

 アウトカム指標 DMATチーム数 R7:26チーム(R6:24 チーム) 

事業の内容 小児科医のバックアップのもと、専門の看護師が小児救急患者の家族

災害時医療従事者の人材育成・資質向上を図るため、災害医療関係者

等に対する実務的研修及び実働訓練等を実施する。 

アウトプット指標 ・災害医療訓練（２回） 

・災害医療研修（３回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

DMAT 指定病院と緊密な連携を図り、実務的研修及び実働訓練を企画・

実施することにより、災害発生時の初動体制をソフト面でも更に充実

させるとともに、DMAT チームをさらに整備することで、災害時の医療

提供体制の充実強化を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,971 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

4,647 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

2,324 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

6,971 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

4,647 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

0 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.22（医療分）】 

小児救急医療体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

54,336千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

平日夜間や土・日・祝日における小児 2次救急医療の需要に、奈良県で

は医療圏毎に小児 2 次救急医療体制を確保できないことから、県内を

北和・中南和の 2 地区に分けて小児科標榜病院が他の小児科標榜病院

と共同連帯し、当番方式により小児 2次救急医療を行うことで、地域住

民の小児 2 次救急医療を確保しつつ、医療従事者等の負担軽減を図る

ことが必要。 

 アウトカム指標 小児科二次救急輪番病院を維持確保（毎夜間・毎休日県内 2 地区（北

和・中南和地区）） 

R7 実施医療機関：14機関（R6実施医療機関：14機関） 

事業の内容 小児科標榜病院による小児 2次輪番体制を構築し、輪番参加病院に対

して当番日の診療に必要な人件費の補助を行う。 

アウトプット指標 補助対象の医療機関数 14機関（R7） 

小児輪番病院患者数  5,498 人（R7） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

実施機関数の充実と受診患者数の減少により、医療従事者の負担軽減

を図り、奈良県の小児救急医療体制の充実を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

54,336 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

36,224 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

18,112 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

54,336 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

 (千円) 

27,168 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

9,056 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.23（医療分）】 

医師確保推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,423千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師の地域間偏在・診療科間偏在を解消するため、医学生・臨床研修医

へのアプローチや本県での勤務を希望する医師へのアプローチが必要 

 アウトカム指標 臨床研修医マッチング率 R7開始：99％ →R8開始：93％（直近 5ヶ年

平均）／専攻医採用数 R7：113人（暫定値）→R8：125人 

事業の内容 ① ドクターバンク運営事業 

ドクターバンク登録医師の相談窓口を設置し、医師との面談を行

い、公的医療機関へあっせんを実施 

② 地域医療マインド普及事業 

医学生やその保護者に対して、医師確保イベント情報や県の医療

政策を掲載した冊子を配布するなど継続的な情報提供を実施 

③ 若手医師県内就職推進事業 

奈良県と各臨床研修病院が連携・協議し、合同でプロモーション

活動（医学生向け就職フェアへの出展、説明会の開催等）を実施 

④ 専攻医県内確保・定着促進事業 

奈良県と各専門研修病院が連携・協議し、合同でプロモーション

活動（臨床研修医向け就職フェアへの出展、説明会の開催等）を

実施 

⑤ へき地勤務医療従事者確保推進事業 

将来奈良県内のへき地で勤務する医療従事者の確保するため、全国の

医学生・看護学生を対象に、奈良県のへき地診療所で体験研修を実施 

アウトプット指標 説明会、協議会等の開催回数：７回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

説明会等のプロモーション活動を開催し、本県での臨床研修・専門研修

を希望する学生・臨床研修医の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,423 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

6,170 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,085 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

9,255 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

168 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

6,170 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.24（医療分）】 

医師配置システムの運営 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

34,214千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 奈良県・奈良県立医科大学 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・奈良県内の地域間や診療科間の医師偏在を是正するため、修学資金の

貸与を受けた医師等を医師不足地域や診療科等に適正に配置できるよ

うな医師配置システムを構築・運営することが必要 

 アウトカム指標 医師配置システムによる配置医師数（県費奨学生）直近 5カ年平均 

R7：81人（R6：73人） 

事業の内容 ・県内の医師不足状況や、医師の適正配置、キャリアパス等の分析・

研究を行う地域医療学講座（奈良県立医大）の運営に対し補助。 

・修学資金の貸与を受けた医師のキャリア形成支援、配置案の策定及

び関連する調整業務を実施。 

アウトプット指標 R7貸与者数 92人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県内医療機関に一定期間従事する義務をともなう修学資金を貸与する

ことにより、将来的に医師配置システムにより配置する医師を確保す

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

34,214 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

22,809 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

11,405 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

34,214 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

22,809 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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0 0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.25（医療分）】 

地域包括ケアシステム等を支える医師確

保事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,126千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・医療の高度化に伴う医師の専門医志向により、専門分化が進展する一

方で高齢化の進展により医療需要が変化し、地域包括ケアシステム等

を支える医師（慢性疾患など複数の疾患を抱える高齢者に対応できる

医師）の養成が必要となっている。 

 アウトカム指標 総合診療専門医募集人数に占める新規登録者数の割合 

R7：25.0％（暫定値）→R8：40.0％ 

事業の内容 総合診療専門医の養成プログラムの専攻医募集のプロモーション、専

攻医や指導医に対する研修会の開催及び協議を通じて各病院間の連携

を推進。 

アウトプット指標 研修会等の開催回数：２回 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修会等の開催により、魅力ある研修体制を整備するとともに、総合診

療科専攻医の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,126 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

750 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

376 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,126 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

341 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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409 0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

409 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.26（医療分）】 

医療従事者の働き方改革推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,549千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 奈良県、奈良県病院協会 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・医師をはじめとする医療従事者の勤務環境改善（労働時間短縮、ハラ

スメント対策等）を進めるとともに、県内の医療機関が 2024 年４月

から適用されている医師の時間外労働の上限規制を遵守できるよう

支援する必要がある。 

・医療機関から申請のあった医師の労働時間短縮計画の案について、年

１回の審議会開催による意見聴取を経て、特例水準の指定を行う必要

がある。 

 アウトカム指標 直近の奈良県全体における人口１０万人当たり医師数の増加率を維持

する。（直近の「医師･歯科医師･薬剤師調査」に基づく増加率） 

事業の内容 医療勤務環境改善支援センターを運営し、医療機関における勤務環境

改善にかかる取組を支援 

アウトプット指標 病院等の勤務環境改善に対する訪問・相談対応件数：100回 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

書面調査で未回答の病院に対する訪問調査等の実施により、調査回収

率の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,549 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,699 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

850 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

2,549 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

1,699 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

1,699 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.27（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

94,309千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県内看護師等養成所 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・看護職員の役割は多様化・複雑化しており、時代に応じた看護教育の

強化・充実が求められている。県内に質の高い看護職員を確保するた

め、看護師等養成所の運営に必要な経費を補助することで教育内容の

向上を図り、卒業生の県内就業を促進する。 

 アウトカム指標 卒業生の県内就業率 R7年度：55％ 

（R2.3卒：51.9％、R3.3卒：51.8％、R4.3卒：54.3％、R5.3卒：49.6％） 

事業の内容 看護師等養成所の運営を支援するため、専任教員の配置や実習経費等

の費用に対する補助を行う。 

アウトプット指標 事業実施施設数 ６校７課程／年 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護師等養成所の運営を支援し、看護基礎教育の充実を図ることによ

り、県内で就業する質の高い看護職員の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

94,309 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

62,872 

うち過年度残額 

(千円) 

474 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

31,437 

うち過年度残額 

(千円) 

237 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

94,309 

うち過年度残額 

(千円) 

711 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

62,872 

うち過年度残額 

(千円) 

474 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.28（医療分）】 

病院内保育所運営費補助事業（基金分） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

74,280千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県内病院 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・出産や育児を理由とする職員の離職防止や再就業促進のため、各病院 

では院内保育所を設置している。 

当該施設のうち大半は、夜勤や休日出勤を伴う医療従事者に特有の

勤務体系にあわせて 24時間保育や休日保育に対応する。医療従事者

が家庭と仕事を両立し、勤務を継続するためには当該施設の運営維

持が強く求められる。 

 アウトカム指標 保育児童１名あたり 24時間保育＋休日保育日数の向上 

R7年度：12.6 日/人 

（R4年度：13.6 日／人、R5年度：10.4 日／人、R6年度：12.2 日／人） 

事業の内容 医療機関が職員のために運営する病院内保育所の運営経費に対する補

助を行う。 

アウトプット指標 事業実施病院数 １９病院／年 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

病院内保育所の運営を支援し、医療従事者が働きやすい環境整備を推

進することにより、離職防止及び再就業促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

74,280 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

49,520 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

24,760 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

74,280 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 



64 

 

の別（注１） 民  

(千円) 

49,520 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.29（医療分）】 

看護職員資質向上推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,623千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 奈良県看護協会、県内病院等 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・医療の高度化・専門化や在宅医療の推進等に対応するため、室の高い

看護職員の確保・育成を図ることが必要。 

・県内の認定看護師数は、看護師数の約 1.8％であり、さらなる育成が 

必要。 

 アウトカム指標 県内の認定看護師数の増加 R7 年度：285人 

（直近２年の増加数から算出した目標値） 

事業の内容 看護職員の資質向上を推進するため、実習指導者講習会及び看護教員

継続研修を実施する。また、在宅医療関連分野の認定看護師教育課程

や県内指定研修機関が実施する特定行為研修の受講経費を助成する病

院等に対する補助を行う。 

アウトプット指標 補助対象施設における研修受講者数 18人（R5年度）以上 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護職員の専門的知識・技術の修得に対する支援を行い、看護職員の資

質向上を推進することにより、県内で就業する質の高い看護職員の増

加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,623 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

8,416 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

4,207 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

12,623 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

 (千円) 

3,334 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

5,082 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

1,749 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.30（医療分）】 

ナースセンター機能強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,800千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 奈良県看護協会、奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

少子高齢化・人口減少が進む中、今後必要とされる看護職員を確保する

ためには、離職者の円滑な復職が可能となるようニーズに合った適切

な支援が必要。 

 アウトカム指標 看護師免許保持者の届出制度における登録者数に占める就職者

数の割合 R7:10.1％ 

事業の内容 ナースセンターの運営体制を強化し、看護師等免許保持者の届出制度

を活用した復職支援やサテライト相談の実施、ハローワークとの連携

等により看護職員の就業を促進する。 

アウトプット指標 サテライト相談実施回数 70回／年 

アウトカムとアウトプット

の関連 

ナースセンターが離職者の情報を把握し、地域の関係機関と連携し、き

め細やかな就業相談・職業紹介等を実施することにより、看護職員の県

内就業の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,800 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

5,867 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

2,933 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

8,800 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

49 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

5,818 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

5,818 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.31（医療分）】 

新人看護職員卒後研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,689千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県内病院、奈良県看護協会 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・医療の高度化や在院日数の短縮化、医療安全に対する意識の高まりな

ど県民のニーズの変化を背景に、臨床実践能力と看護基礎教育で修

得する看護実践能力との間に乖離が生じ、その乖離が新人看護職員

の離職の一因となっていることから、平成 22年４月より新人看護職

員の臨床研修が努力義務化されたことに伴い、適切な研修実施体制

の確保を図ることが必要。 

・県内病院新人看護職員の離職率は、平成 23年度（3.8％）以降高い傾

向にある。 

 アウトカム指標 県内病院職員新人看護職員の離職率改善 

R7年度 7.1％以下 

事業の内容 新人看護職員に対しガイドラインに沿った臨床研修を行う病院（300

床未満）に対し、研修の実施に要する経費を補助する。また、各病院

で行う研修を補完するため、多施設合同による集合研修を行うととも

に、適切な研修実施体制の確保を図るため、研修責任者・教育担当者

及び実地指導者に対する研修を実施する。 

アウトプット指標 事業実施病院数 22病院／年（R6実績以上） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

新人看護職員の実施を推進することにより、看護の質向上及び離職防

止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,689 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

7,793 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,896 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

11,689 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円)  
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

3,100 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

4,693 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

1,593 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.32（医療分）】 

医師確保修学資金貸付金 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

233,011千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

奈良県内の地域間や診療科間の医師偏在を是正するため、県内医療機

関に一定期間従事する義務をともなう修学資金を貸与し、医師が不足

する地域や診療科に医師を誘導することが必要 

 アウトカム指標 医師配置システムによる配置医師数（県費奨学生）直近 5カ年平均 

R7：81人（R6：73人） 

事業の内容 医師の確保が困難なへき地等の医療機関や医師の確保が困難な特定の

診療科等（小児科、産婦人科、麻酔科、救急科、外科、脳神経外科、

総合診療を実施する科及び救命救急センター）、特定専攻課程（総合

内科分野、児童精神分野）に勤務する医師の養成及び確保を図るた

め、県内医療機関に一定期間従事する義務をともなう修学資金を貸

与。 

アウトプット指標 R7貸与者数 92人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県内医療機関に一定期間従事する義務をともなう修学資金を貸与する

ことにより、将来的に「キャリア形成プログラム」により配置する医師

を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

233,011 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

150,540 

うち過年度残額 

(千円) 

52,354 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

75,271 

うち過年度残額 

(千円) 

26,178 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

225,811 

うち過年度残額 

(千円) 

78,532 

その他（Ｃ） (千円) 

7,200 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

150,540 

うち過年度残額 

(千円) 

52,354 
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の別（注１） 民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.33（医療分）】 

糖尿病歯周病医科歯科連携推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

500千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 （一社）奈良県歯科医師会 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

糖尿病有病者は歯周病に罹りやすく、歯周病患者は血糖コントロール

が悪くなりやすいなど、相互に作用することが明らかになっている。 

 アウトカム指標 県内歯科外来における診療情報連携共有料（診療行為コード

302010410）の算定回数の増加（R7 年度 直近値(1,290回(R5))より増

加） 

事業の内容 令和６年度の糖尿病歯周病医科歯科連携講習会で明らかになった課題

（医療関係多職種間の顔の見える関係づくり、糖尿病に関する地域ネ

ットワークの構築、看護師から歯科への紹介等）の解決のため、モデ

ル医療機関による患者紹介を実施して事例収集を行うとともに、奈良

県歯科医師会内において検討を行い、検討結果について報告会を行う

ことで県内歯科医療機関に周知を行う。 

アウトプット指標 報告会の県内医療関係者参加者数 １００人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

報告会の実施により糖尿病と歯周病の医科歯科間の患者紹介が実際行

われれば、当該歯科医療機関から診療報酬として診療情報連携共有料

が請求される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

500 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

333 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

167 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

500 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

333 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

333 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ６．勤務医の働き方改革の推進に関する事業 

事業名 【No.34（医療分）】 

地域医療勤務環境改善体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

173,943 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・奈良県においては、2024 年４月から適用が開始された、医師に対す

る時間外労働の上限規制に向け、更なる医師の労働時間短縮を進める

必要がある。 

 アウトカム指標 特定労務管理対象機関における特定対象医師数の減少 

R7：155名（R6：165 名） 

事業の内容 ①地域医療勤務環境改善体制整備事業 

年間の時間外労働時間が 720時間を超える医師がいる医療機関で

客観的要件（救急車受入台数等）を満たす場合、医療機関の労働

時間短縮の取り組みに対しパッケージとして補助。 

②地域医療勤務環境改善体制整備特別事業 

医療機関としての指導体制を整備し、基本的な診療能力に加え、最 

新の知見や技能又は高度な技能を修得できるような医師を育成する 

医療機関において、当該教育研修のための勤務環境改善を診療に関 

する勤務環境改善と一体的かつ効果的に行うための取り組みとし 

て、チーム医療の推進やＩＣＴ等による業務改革を進めていく取り 

組みに対し補助。 

アウトプット指標 補助対象医療機関におけるタスクシフト／シェア実施件数の増加 

R6→R7：１件増加 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医師事務作業補助者や特定行為研修を受講した看護師等へのタスクシ

フト／シェアの取組により、勤務医の働き方改革を行う医療機関を支

援し、対象医療機関の勤務医の労働時間を短縮し、勤務医の働き方改革

の推進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

173,943 

  

基金 国（Ａ）  

(千円) 

115,962 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

57,981 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  うち過年度残額 
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(千円) 

173,943 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

 (千円) 

115,962 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ６．勤務医の働き方改革の推進に関する事業 

事業名 【No.35（医療分）】 

勤務環境改善医師派遣等推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

46,889千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

令和６年４月から適用されている医師の働き方改革による時間外労働

上限規制により、医師派遣を行っている医療機関の派遣引き揚げのリ

スクが高まっている。 

 アウトカム指標 特定労務管理対象機関における特定対象医師数の減少 

R7：155名（R6：165 名） 

事業の内容 地域医療に特別な役割を担う医療機関であって、年通算の時間外・休

日労働時間が 960 時間を超える又は超えるおそれのある医師のいる医

療機関に医師派遣を行う医療機関の医師派遣に係る逸失利益補填及び

医師派遣を目的とした寄附講座の運営に対して補助を行う。 

アウトプット指標 補助対象となる派遣実施医療機関から他病院の休日・時間外労働時間 

が 720時間を超過する診療科に派遣される医師数の維持 

（常勤・非常勤問わず） 

R6:61名 R7:50名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

他医療機関への医師派遣をおこなう病院を支援することで派遣を継続し

てもらい、派遣先の勤務環境の維持及び改善につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

46,889 

  

基金 国（Ａ）  

(千円) 

31,260 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

15,629 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

46,889 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

 (千円) 

27,990 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注

１） 

民  

(千円) 

3,270 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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３．計画に基づき実施する事業 

 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

奈良県介護施設等整備事業 

【総事業費（計画期間の

総額）】 

1,000,000 千円 

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

県西部・県北部・県南部 

事業の実施主体 市町村又は民間団体等 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウ

トカ

ム指

標 

・開設準備経費に対する支援 

特別養護老人ホームの開設準備経費に対する支援        1カ所 

介護老人保健施設の開設準備経費に対する支援         3カ所 

認知症高齢者グループホームの開設準備経費に対する支援    2カ所 

小規模多機能型居宅介護事業所の開設準備経費に対する支援   1カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所の開設準備経費に対する支援 

1カ所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事務所の開設準備経費に対する支援 

                            1カ所 

訪問看護ステーションの大規模化に対する支援             2カ所 

・既存の特別養護老人ホーム多床室のプライバシー保護改修支援 

1カ所(48床) 

・介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備支援 

 特別養護老人ホーム       3カ所 

・看取り環境整備支援 

特別養護老人ホーム             2カ所 

・介護職員の宿舎施設整備事業   2カ所 

・介護施設等の大規模修繕にあわせて行う介護ロボット導入支援                 

特別養護老人ホーム             5カ所 

介護老人保健施設            4カ所 

ケアハウス           2カ所 

 

事業の内容 ・介護施設等の開設時に必要な準備経費に対して支援を行うことにより、開

設時から安定した質の高いサービスを提供するための体制を整備する。 
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・既存の特別養護老人ホームの多床室におけるプライバシー保護のための

改修に対して支援を行うことにより、居住環境の質を向上させる。 

・既存の広域型施設の大規模修繕工事に対して支援を行うことにより、安定

的な運営環境を整備する。 

・介護施設等において、看取り対応が可能な環境を整備する。 

・介護人材を確保するため、介護施設に勤務する職員の宿舎を整備する。 

・介護職員の負担を軽減するために介護施設等の大規模修繕の際にあわせ

て行う介護ロボット・ＩＣＴの導入を支援する。 

アウトプット指

標 

・開設準備経費に対する支援 

特別養護老人ホームの開設準備経費に対する支援        1カ所 

介護老人保健施設の開設準備経費に対する支援         3カ所 

認知症高齢者グループホームの開設準備経費に対する支援    2カ所 

小規模多機能型居宅介護事業所の開設準備経費に対する支援   1カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所の開設準備経費に対する支援 

1カ所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事務所の開設準備経費に対する支援 

                            1カ所 

訪問看護ステーションの大規模化に対する支援             2カ所 

・既存の特別養護老人ホーム多床室のプライバシー保護改修支援 

1カ所(48床) 

・介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備支援 

 特別養護老人ホーム       3カ所 

・看取り環境整備支援 

特別養護老人ホーム            2カ所 

・介護職員の宿舎施設整備事業   2カ所 

・介護施設等の大規模修繕にあわせて行う介護ロボット導入支援                 

特別養護老人ホーム             5カ所 

介護老人保健施設            4カ所 

ケアハウス           2カ所 

 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

・介護施設等の開設時に必要な準備経費に対して支援を行うことにより、開

設時から安定した質の高いサービスを提供するための体制を整備する。 

・既存の特別養護老人ホームの多床室におけるプライバシー保護のための

改修に対して支援を行うことにより居住環境の質を向上させる。 

・既存の広域型施設の大規模修繕工事に対して支援を行うことにより、安定

的な運営環境を整備する。 

・介護施設等において、看取り対応が可能な環境を整備する。 

・介護人材を確保するため、介護施設に勤務する職員の宿舎を整備する。 

・介護職員の負担を軽減するために介護施設等の大規模修繕の際にあわせ

て行う介護ロボット・ＩＣＴの導入を支援する。 

 



81 

 

事 業 に 要

す る 費 用

の額 

事業内容 総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ）（注１） 

基金 その他 
（Ｃ） 

（注２） 
国（Ａ） 都道府県

（Ｂ） 

①地域密着型サー

ビス等整備等助成

事業 

(千円) 

90,330 

(千円) 

60,220 

(千円) 

30,110 

(千円) 

0 

②介護施設等の施

設開設準備経費等

支援事業 

(千円) 

223,604 

(千円) 

149,069 

(千円) 

74,535 

(千円) 

0 

③既存の特別養護

老人ホームにおけ

る多床室のプライ

バシー保護のため

の改修支援事業 

(千円) 

72,480 

(千円) 

48,320 

(千円) 

24,160 

(千円) 

0 

④介護施設等の創

設を条件に行う広

域型施設の大規模

修繕・耐震化整備事

業 

(千円) 

235,200 

(千円) 

156,800 

(千円) 

78,400 

(千円) 

0 

⑤介護施設等にお

ける看取り環境整

備推進事業 

(千円) 

8,660 

(千円) 

5,773 

(千円) 

2,887 

(千円) 

0 

⑥介護職員の宿舎

施設整備事業 

(千円) 

6,569 

(千円) 

4,379 

(千円) 

2,190 

(千円) 

0 

⑦介護施設等の大

規模修繕の際に合

わせて行う介護ロ

ボット・ICT の導入

支援事業 

(千円) 

363,157 

(千円) 

242,105 

(千円) 

121,052 

(千円) 

0 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 

1,000,000 

 

基
金 国（Ａ） 

 

(千円) 

666,666 

うち過年度残額 

(千円) 

292,515 

都道府県（Ｂ） 

 

(千円) 

333,334 

うち過年度残額 

(千円) 

146,258 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

1,000,000 

うち過年度残額 

(千円) 

438,773 

その他（Ｃ） (千円)  
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0 

基金充当額 

（国費）に

おける公民

の別 
（注３） 

（注４） 

公 (千円) 

34,666 

うち過年度残額 

(千円) 

15,210 

民 うち受託事業等 

(千円) 

632,000 

うち過年度残額 

(千円) 

277,305 

備考  
（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 

（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別と

しては、「公」に計上するものとする。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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３．計画に基づき実施する事業  

 （事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）基本整備 

 （中項目）基盤整備 

 （小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.１（介護分）】 

介護人材確保協議会運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,304千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 県、奈良労働局、県福祉人材センター、介護事業の経営者、介護従事者、養成

機関等で協議会を立ち上げ、奈良県の介護人材確保における現状を調査して

分析を行い、介護人材の確保・定着に向けた取組の立案や、人材育成等に取り

組む事業所に対しての認証評価制度運用等に関する協議を行う。 

アウトプット指標 介護人材確保協議会の開催目標 １回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護人材確保協議会における調査・分析及び検討により、介護人材確保や定

着に向けた取組を推進し、介護従事者（常勤換算）の増加に繋げる。 

・人材確保に向けた現状調査・分析 

・福祉・介護人材確保協議会の運営 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,304 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,202 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,102 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

3,304 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

220 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

1,982 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

1,982 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施等事業 

事業名 【No.２（介護分）】 

福祉・介護事業所認証制度運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,038 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 人材育成等に取り組む事業所に対しての認証評価制度の運営を行う。 

アウトプット指標 認証事業所年 86 事業所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護人材確保協議会における調査・分析及び検討により、介護

人材確保や定着に向けた取組を推進し、介護従事者（常勤換

算）の増加に繋げる。 

・人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度の運用 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,038 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

10,025 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

5,013 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

15,038 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

811 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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9,214 0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

9,214 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 【No.３（介護分）】 

地域における介護のしごと魅力発信事業（介

護人材確保対策推進補助事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,091千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 民間団体、奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 ●介護の仕事への理解促進と地域への情報発信、介護現場における実習

の充実 

●民間団体が行う次の取り組みに対して支援 

・学生向け進学説明会や地域住民への啓発・施設見学会等の実施 

・県内企業等の社員向けに研修・相談会の実施、定年後の再就職先紹介等 

アウトプット指標 民間団体が行う地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕

事の理解促進取り組み回数 各種研修等 20回、参加者 1,000人

(事業公募) 

高校生が介護現場へ職場訪問を 15回以上にする。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護職の魅力や今後の社会的重要度の高まりをアピールする取

組みにより将来の担い手を確保するとともに潜在労働力を掘り

起こし、介護従事者（常勤換算）の増加に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,091 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

7,394 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,697 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

11,091 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 
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0 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

2,910 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

4,484 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした

介護の職場体験等事業 

事業名 【No.４（介護分）】 

介護のお仕事チャレンジ事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,510 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 奈良県、民間団体 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 ●多様な世代に対し、介護の仕事の魅力や職場の雰囲気、仕事内容に

ついて学習する機会を提供することにより、円滑な人材参入を促進

する。 

・魅力発見セミナー（事業所職員が学校を訪問、仕事の魅力を説明） 

・WEB見学ツアー（オンラインツールを活用し、事業所の職場見学や利

用者・職員との交流） 

・職場体験（事業所において、職員の仕事の補助や業務体験） 

アウトプット指標 介護の仕事への関心度向上と潜在労働力掘り起こしの学習機会 

の提供数 

セミナー15 校、見学ツアー1回、職場体験 参加 80 人以上 

アウトカムとアウトプット

の関連 

多様な世代に対し、介護の仕事の魅力や職場の雰囲気、仕事内容

について学習する機会を提供し関心度を向上、また介護体験の機

会の確保により多様な層の潜在労働力の掘り起こしを図り、介護

従事者の増加に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,510 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,674 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

836 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

  うち過年度残額 
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計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,510 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

1,674 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

1,674 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修等支援事業 

事業名 【No.８（介護分）】 

介護職員初任者研修支援事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 民間団体、市町村 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護職員初任者研修の受講修了者 240 人増加 (応募事業予定人

数)、介護職員実務者研修の受講者の数 78 人増加(応募事業予定

人数)、によるサービスの質の向上及び介護従事者（常勤換算）の

増加 年 1,458 人 

事業の内容 ・地方公共団体が管内の事業所・施設での一定期間以上の就労

を条件に介護職員初任者研修の受講料を一部助成 

・介護関係の資格等を有しないで県内の事業所・施設に勤務する

職員が介護職員初任者研修（通信講座）を受講した場合等に当

該経費の一部を助成 

アウトプット指標 介護職員初任者研修の受講者の数 240 人 (事業公募) 

介護職員実務者研修の受講者の数 78 人 (事業公募) 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・介護職員初任者研修の受講者が増加することにより介護従事 

者（常勤換算）の増加に繋げる。  

（参考）訪問介護員数：8,386 人（奈良県高齢者福祉計画及び第

９期奈良県介護保険事業支援計画） 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

8,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

4,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

12,000 

うち過年度残額 

(千円) 
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0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

8,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者･女性･高齢者）の参入促進事業 

イ 多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業 

事業名 【No.９（介護分）】 

福祉・介護人材マッチング機能強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

30,222 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 奈良県、民間団体 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 ●専門員を配置し、事業所における詳細な求人ニーズの把握と

求職者への相談、情報提供等を一体的に実施し、属性に応じ

たきめ細やかなマッチングを行う。 

・求人支援：事業所訪問（ニーズ把握、求人開拓）、求職者情報

の提供、地域別就職フェア 

・求職者支援：出張相談、学校訪問、就職ガイダンス、求人情報

の提供、地域別就職フェア 

アウトプット指標 相談窓口の設置及び求人情報提供、キャリア支援専門員の常駐 5 

名派遣 

アウトカムとアウトプット

の関連 

就職フェア等への参加事業所数の増加等、求人情報提供数が増加

することにより、福祉・介護人材マッチング機能強化を図り介護

従事者の増加に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

30,222 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

20,148 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

10,074 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

30,222 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

20,148 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

20,148 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修 

支援事業 

イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.１１（介護分）】 

介護職員等によるたんの吸引等実施支援事

業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

756 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 奈良県、民間団体 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 医療的ケアを実施する介護職員等の増加 120 人 

事業の内容 喀痰吸引等を実施する予定の訪問介護事業所の介護職員等に

対し、安全かつ適切に喀痰吸引等の業務を行う上で必要な知

識・技術を習得させるための研修を行うことにより、一定の質

を確保する。 

 また、「喀痰吸引等研修」の実地研修の指導者となる看護師を養

成・確保する。 

 

※「喀痰吸引等研修」は、認定特定行為業務従事者となるために

必要な知識及び技術を習得し、安全かつ適切な喀痰吸引等の医

行為を行うことができる介護職員等を養成することを目的と

した研修。 

※「指導看護師研修」は、上記「喀痰吸引等研修」の実地研修の

指導者となる予定の看護師を養成することを目的とした研修。 

アウトプット指標 指導看護師研修 60 人及び喀痰吸引等研修受講者 120 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・喀痰吸引等研修の実施により、医療的ケアを実施する介護職員

等の養成及び確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

756  

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

504 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県  うち過年度残額 
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（Ｂ） (千円) 

252 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

756 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

114 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

390 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

390 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修 

支援事業 

イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.１２（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業（研修受講促

進） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,380 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 民間団体 

事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 多様な人材層の介護職員等に対する講習・研修 200 人(応募事業

予定人数)による資質向上 

事業の内容 多様な人材層の介護職員等に対する資質向上及びキャリアアッ 

プに必要な研修や相談支援、プリセプターによる現場指導研修の

実施にかかる経費の支援 

アウトプット指標 介護職員等が参加できる研修等機会の数 1,000 人参加 (事業公募) 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修での資質向上により介護従事者の増加を図る。 

・県内の介護職員が参加できる研修等の機会を確保して介護職

員等の資質の向上をめざす 

・「高齢者の生活・介護等に関する県民調査」における介護従事 

者向け調査項目［満足度・仕事の内容］の改善 

（参考）「非常に満足」「満足」の合計 32.8%（R5.3 調査結果） 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

20,380 

 

基金 国（Ａ）         

(千円) 

13,587 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

6,793 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

20,380 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

683 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

12,904 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

9,797 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



99 

 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）潜在有資格者の再就業促進 

 （小項目）潜在介護福祉士等の再就業促進事業 

事業名 【No.１３（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業（潜在介護福

祉士就業促進） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,244 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 民間団体 

事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 658人 

事業の内容 未就業の介護福祉士に対する介護サービスの知識や技術の再取

得のための研修や就職のための相談支援等の実施にかかる経費

の支援 

アウトプット指標 未就業の介護福祉士に対する介護サービスの知識や技術の再取 

得のための研修や就職のための相談支援人数 170 人 (事業公募) 

アウトカムとアウトプット

の関連 

未就業の介護福祉士に対する介護サービスの知識や技術の再取 

得のための研修や就職のための相談支援により潜在介護福祉士 

の就業を促進し、介護従事者（常勤換算）の増加に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,244 

 

基金 国（Ａ）         

(千円) 

829 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

415 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

1,244 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

829 

うち過年度残額 

 (千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

イ 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.１４（介護分）】 

認知症初期集中支援等強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

244 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 認知症の症状があるが受診していない人の割合を２０％以下に

する。 

事業の内容 ①認知症の人やその家族に早期に関わることで早期診断・早期対応に

向けた支援体制の構築を行う認知症初期集中支援チーム 

② 医療・介護及び地域の支援機関におけるネットワーク構築や認知

症の人とその家族に対する相談業務等を行う認知症地域支援推進

員 

①②を対象に、支援対象者へのアセスメントや地域の実情に応じた支

援体制構築等のノウハウ向上を図るフォローアップ研修を実施する。 

アウトプット指標 フォローアップ研修 1 回実施 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修により認知症初期集中支援チームまたは認知症地域支援推

進員の資質向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

244 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

163 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

81 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

244 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 
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0 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

163 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

イ 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.１５（介護分）】 

認知症にかかる医療体制の充実強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,700 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 認知症患者へ適切な対応できる医師及び医療従事者の増加 470 人 

事業の内容 ・かかりつけ医認知症対応力向上研修 

・認知症サポート医養成研修   

・認知症サポート医フォローアップ研修  

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 等 

アウトプット指標 認知症サポート医研修等の実施 8 事業 

（サポート医養成 10 人、サポート医ＦＵ50 人、看護職員 60 人、 

歯科医師 80 人、薬剤師 120 人、病院勤務 100 人、病院勤務以 

外 50 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症対応研修による人材育成により認知症初期集中支援のしくみづ

くり及び認知症患者対応医や病院医療従事者の増加を図る。 

① 認知症患者等に適切に対応できるかかりつけ医や病院の医療従事

者の育成・確保 

② 認知症サポート医の確保 

③ 認知症サポート医が研修や市町村の行う認知症初期集中支援に関

わるしくみづくり 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,700 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,467 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,233 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

3,700 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

2,467 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



105 

 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

イ 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.１６（介護分）】 

認知症介護専門職支援及び指導者養成事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,267 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 認知症対応介護サービス技術習得者の増加 102 人(予定受講修了者) 

事業の内容 認知症対応研修により介護サービスの技術向上及び技術習得者の増加

を図るとともに、認知症介護指導者を養成する。 

・認知症介護指導者フォローアップ研修の実施  募集定員 2 人 

・認知症対応型サービス事業開設者研修の実施  募集定員 20 人 

・認知症対応型サービス事業管理者研修の実施 募集定員 60 人 

・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修の実施  

募集定員 20 人 

アウトプット指標 認知症対応介護サービス研修の実施 4 事業 

（認知症介護指導者フォローアップ研修 2 人、認知症対応型サービス

事業開設者研修 20 人、認知症対応型サービス事業管理者研修 60 人、

小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 20 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護サービス事業者の管理者等に認知症ケアに必要な知識や技術など

を習得させ、認知症高齢者に対する介護サービスの質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,267 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,178 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,089 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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3,267 0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

2,178 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

2,178 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育

成・資質向上事業 

事業名 【No.１７（介護分）】 

地域包括支援センター機能強化及び地域ケ

ア会議等推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,134 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 県内 72 ヶ所の地域包括支援センターの機能強化と運営充実への支援 

事業の内容 ・地域包括支援センター及び市町村担当課の新任者に対する研

修の実施 50 人×1 回開催=50 人参加 

・地域包括支援センター及び市町村担当課の管理者及び中堅職

員に対する研修の実施 70人×1回開催=70人参加 

・地域包括ケア保健師人材育成推進事業（協働連携会議・研修

等） 

奈良県で重点課題とされている「健康寿命の延伸」を目指す

ため、健康課題の明確化と医療・介護連携および体制強化を

目的とし、地域包括支援センター職員および介護部門・福祉

部門に勤務する保健師を対象として開催。各種データ分析に

よる健康課題の抽出、根拠に基づく地域診断の実施、地域診

断に基づく保健事業の展開について学び、各自治体における

課題解決のためのネットワーク構築を図る。 

全体会議・研修会・検討会開催 50 人×6 回 

計 300 人 

アウトプット指標 広域的連携・多職種協働による業務・活動評価の実施及び効果的 

研修の実施 参加者約 400 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

業務を行う上で必要な知識の習得及び技能の向上等により地域

包括支援センター職員の資質向上を図るとともに、広域的連携・

多職種協働による業務・活動評価の実施により、地域包括支援セ

ンター機能と保健師ネットワークの強化を推進。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,134 
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基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,422 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

712 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

2,134 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

190 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

1,232 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

1,232 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育

成・資質向上事業 

事業名 【No.１９（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業（地域包括ケアシ

ステム構築・推進に資する人材育成・資質向上事

業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

759千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 民間団体 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 地域包括ケア推進リーダー研修 

2040 年問題など変化する状況における各市町村が抱える地域包

括ケアシステムを推進する上での課題や方針の共有や、先進的取

り組み事例の報告、課題を基にしたグループワークなどの実施。 

 

訪問リハビリテーション実務者研修会 

2040年問題を理解し、変化する医療・介護の中で「自立支援」「活

動と参加」「共生型」をキーワードに地域包括ケアシステムにお

ける訪問リハに関連する制度や現状の把握、必要な知識、連携に

関する講義、多角的な視点で事業を捉えられるようにする為の模

擬事例の検討や感染対策も踏まえた事業の企画・提案等のグルー

プワーク・発表を実施する      

見込み人数：30～50名 

アウトプット指標 研修の 3 回、90 名の参加予定 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域包括ケア推進リーダー研修、訪問リハビリテーション実務者

研修会を通じて、地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・

資質向上をはかる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

759 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

506 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

253 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

759 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

506 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護予防の推進に資する専門職種の指導者育成事業 

事業名 【No.２１（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業 

（介護予防の推進に資する専門職種の指導

者育成事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

335 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 リハビリテーション関連団体 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 OT 等指導者の育成・確保 220 人 (応募事業予定人数) 

事業の内容 ●リハビリテーション関連団体の行う次の取り組みに対して支援 

・地域包括ケアシステムへの OT、PT、STの関わりについて研修実

施 

・地域包括ケアシステムに関わる OT、PT、ST の情報把握 

・多職種連携会議の開催等 

アウトプット指標 OT 等指導者育成のための研修の実施 6 回 220人参加 (事業公募) 

アウトカムとアウトプット

の関連 

OT 等指導者育成のための研修等取り組みにより OT 等指導者の

育成・確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

335 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

223 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

112 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

335 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

223 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成  

（小項目）外国人介護人材研修支援事業 

事業名 【No.２５（介護分）】 

外国人介護職員受入セミナー事業及び交流

会 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1496 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 県内介護事業所を対象に、外国人を受け入れるための制度や必要な支

援内容を解説するセミナーを実施し、受入体制の構築を支援するとと

もに、県内で介護業務に就こうとする外国人介護人材の参入を促進す

る。また、県内介護事業所に従事する外国人介護人材を対象に交流会

を実施し外国人介護人材の定着を促進させる。 

アウトプット指標 説明会の開催 2 回  交流会の実施 １回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

外国人介護人材の受入体制構築を支援し、将来的な介護従事者

（常勤換算）の増加に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1496 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

997 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

499 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

1496 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

997 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

997 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）研修代替要員の確保支援 

 （小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【No.３０（介護分）】 

認知症介護指導者研修に係る負担軽減事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

700 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 民間団体 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 経費負担による認知症介護指導者養成 4 人(応募予定人数) 

によるサービスの質の向上及び介護従事者（常勤換算）の増加 

年 1,458人 

事業の内容 認知症介護指導者研修中の代替職員の確保に係る経費を助成すること

により負担軽減し、認知症介護指導者研修を受講し易くする。 

アウトプット指標 認知症介護指導者研修の受講者数の増加 4 人(募集定員) 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修を受講し易くし、認知症介護指導者を多く養成することによ

りサービスの質の向上を図り、介護従事者（常勤換算）の増加に

も繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

700 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

467 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

233 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

700 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

467 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした

介護の職場体験等事業 

事業名 【No.３２（介護分）】 

介護事業所等におけるインターンシップ等の導入促進事

業、介護人材確保対策推進補助事業（若者・女性・高年齢者

など多様な世代を対象とした介護の職場体験等事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,137 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 民間団体 

事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087人 

事業の内容 大学生等のインターンシップ導入促進事業を実施する介護事業所や訪

問看護ステーションに対する当該事業にかかる経費の助成 

アウトプット指標 受入大学生等 45 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

インターンシップ導入促進により、大学生等の事業所等に対する

理解や就業を促すことで、質の高い人材の養成やサービスの質の

向上を図り、介護従事者（常勤換算）の増加に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,137 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

758 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

379 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

1,137 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 
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の別（注１） 民  

(千円) 

758 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

419 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受

講等支援事業  イ 介護に関する入門的研修の実施等から

マッチングまでの一体的支援事業 

事業名 【No.３４（介護分）】介護人材確保対策推進

（介護に関する入門的研修の実施等からマ

ッチングまでの一体的支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

317 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 地域住民を対象とした介護に関する入門的な知識・技術を習得

するための研修の実施及び研修受講後の介護施設等とのマッチ

ングまでの一体的な支援に必要な経費を助成する。 

アウトプット指標 入門的研修等の受講者数  40 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護に関する入門的研修を実施することにより介護未経験者の

介護分野への参入のきっかけを作り、介護分野で働く際の不安を

払拭するとともに、研修修了者に対するマッチングの機会を創出

し、将来的な介護従事者（常勤換算）の増加にも繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

317 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

211 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

106 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

317 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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おける公民

の別（注１） 

211 0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）外国人留学生及び１号特定技能外国人の受入環境整

備事業 イ 外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事

業 

事業名 【No.３６（介護分）】外国人留学生への奨学

金の給付等に係る支援事業 

【総事業費 

計画期間の総額）】 

76,769 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 将来県内で介護業務に就こうとする外国人留学生を修学資金の

貸与により支援する法人に対し、その支援に要する資金の一部

を県が貸与する。 

アウトプット指標 支援法人数 １法人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

外国人留学生を支援する法人を支援し、将来的な介護従事者（常

勤換算）の増加に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

76,769 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

51,179 

うち過年度残額 

(千円) 

16,757 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

25,590 

うち過年度残額 

(千円) 

8,379 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

76,769 

うち過年度残額 

(千円) 

25,136 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

51,179 

うち過年度残額 

(千円) 

16,757 
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の別（注１） 民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事

業 

事業名 【No.３９（介護分）】介護人材確保対策推進

補助事業（将来の介護サービスを支える若年

世代の参入促進事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

430 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 民間団体 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 将来県内で介護業務に就こうとする外国人留学生を確保するた

めに、現状の介護業界の動向の説明・法令遵守をするための介

護技術演習の研修を実施する。 

アウトプット指標 外国人留学生に対する説明会の参加者 15 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護福祉士養成施設の取組を支援し、将来的な介護従事者（常勤

換算）の増加に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

430 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

287 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

143 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

430 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 



124 

 

287 0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）長期定着支援 

 （小項目）介護職員長期定着支援事業 

ハ 若手介護職員交流推進事業 

事業名 【No.４０（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業（若手介護職

員交流推進事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

470 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 民間団体 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 県内の福祉・介護事業所に勤務する若手職員（概ね採用後３年未満）

を対象に、事業所を超えたネットワーク構築や応援の気持ちを伝える

ための交流会を開催し、若手職員の離職防止を図る。 

アウトプット指標 交流会の開催 3 回 

アウトカムとアウトプット

の関連 
若手職員の離職防止を図り、介護従事者（常勤換算）の増加に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

470 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

313 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

157 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

470 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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313 0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）外国人介護人材受入れ環境整備 

（小項目）外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業 

事業名 【No.４１（介護分）】 

外国人介護人材受入施設等環境整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,620 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 民間団体 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 外国人介護人材とのコミュニケーション支援や日本語学習支援

等により、受入環境を整備する福祉・介護事業所を支援する。 

アウトプット指標 受入環境整備事業を行う法人 19 法人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

外国人介護人材の受入環境整備を支援し、将来的な介護従事者

（常勤換算）の増加に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,620 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,747 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

873 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

2,620 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

1,747 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育

成・資質向上事業 

事業名 【No.４５（介護分）】 

介護事業所等支援体制構築事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,207 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 民間団体 

事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 訪問看護ステーション従事者の離職率を１５．２％（令和５年度

実績）以下にする。 

事業の内容 ニーズ調査を行うことで相談窓口や研修事業などを改善しながら、教

育プログラムの提供により介護事業所や訪問看護ステーションに従事

する職員が、適切かつ効率的に専門知識・技術や保険制度などに係る

知識を習得し、向上させることができるようにする。 

アウトプット指標 県内事業所のプログラム普及・活用（238 事業所） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

訪問看護ステーション従事者が早期に離職する理由の一つが「適性が

ない（在宅において必要とされる看護技術等に不足を感じた）」ことで

あり、技術等の向上を支援することが離職防止に繋がると言える。支

援の方法の一つとして、訪問看護従事者は転職者が多く、培ってきた

経験や能力がそれぞれ異なるため、教育プログラムを策定・普及させ

ることにより、従事者本人はもちろん、管理者が「職員の知識・技術は

どのレベルにあるのか」を認識し、「いつ・何を学ばせるのか」を理解

した上で研修等を受講させることができるようにする。従事者がケア

をする際に知識面・技術面において困難を感じることがないようにし、

離職を防止する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,207 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,138 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,069 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

3,207 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

2,138 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

2,138 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）長期定着支援 

（小項目）介護職員長期定着支援事業  

ロ 介護事業所におけるハラスメント対策推進事業 

事業名 【No.４６（介護分）】 

訪問看護ハラスメント研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,600 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 民間団体 

事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 訪問看護ステーション従事者の離職率を１５．２％（令和５年度

実績）以下にする。 

事業の内容 ・経験の浅い訪問看護師や訪問看護ステーション管理者を対象とした

研修を開催する。 

a 職員向け研修（危険予知訓練） 

b 管理者向け研修（従業員が被害に直面した際の対応やケア） 

・奈良県版マニュアルを作成し、事業者へ幅広く周知することで県全

体の対策能力を底上げする。 

アウトプット指標 研修受講者数 100 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修受講により訪問看護ステーション従事者の離職防止を図り、

安定的な訪問看護提供体制の構築につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,600 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,067 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

533 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

1,600 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額 公  うち過年度残額 
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（国費）に

おける公民

の別（注１） 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

1,067 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

1,067 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）介護施設、介護事業所への出前研修の支援事業 

事業名 【No.４８（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業 

（介護施設、介護事業所への出前研修の支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

190 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 民間団体 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 ・地域密着型サービス事業所の職員を対象に、認知症ケアや地

域密着型サービスをテーマに研修を実施する。 

・施設等の介護スタッフに対しオーラルフレイル予防をテーマ

に研修を実施する。 

アウトプット指標 地域密着型サービス事業所の職員を対象に研修の実施 1 回 20 人（予定）  

(事業公募) 

介護施設、介護事業所等の職員を対象に研修の実施 1 回 50 人（予定） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域密着型サービス事業所が連携し、研修を通じて職員のケアの

質の向上、事業経営・運営能力の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

190 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

126 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

64 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

190 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

126 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業 

事業名 【No.４９ （介護分）】 

外国人介護福祉士受入支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,477 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 民間団体 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 外国人介護福祉士候補者の受入施設における、就労中の外国人 

介護福祉士 候補者の日本語学習、介護分野の専門知識の学習、 

学習環境の整備等に要する経費について助成する。 

アウトプット指標 EPA 介護福祉士候補者を受け入れる法人 20 法人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

外国人介護福祉士候補者の受入施設における、就労中の外国人介

護福祉士 候補者の日本語学習、介護分野の専門知識の学習、学

習環境の整備等必要な経費を支援し、将来的な介護従事者（常勤

換算）の増加に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,477 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

6,985 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,492 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

10,477 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

6,985 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

ハ 介護生産性向上推進総合事業 

事業名 【No.５０（介護分）】 

福祉・介護現場生産性向上推進総合事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,458人 

事業の内容 介護生産性向上総合相談センターを設置し、以下の事業を行

う。 

① 介護現場における生産性向上の取組に関する研修会 

② 生産性向上に取り組む介護事業所に対する有識者の派遣（伴

走支援） 

③ 介護事業所からの生産性向上・人材確保の取組等に関する相

談対応等 

④ 介護ロボット等の機器展示 

⑤ 介護ロボットの試用貸出 

⑥ 他の機関との連携 

⑦介護現場革新会議の開催 

アウトプット指標 介護現場革新会議年 2 回、研修会年 2 回、伴走支援 3 事業所以

上 

アウトカムとアウトプット

の関連 

奈良県の介護事業所の生産性向上の底上げを行う。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

10,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

5,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

  うち過年度残額 
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計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

15,000 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

44 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

9.956 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

9,956 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 

 

 

 


